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１  多世代交流のま ちづくりの推進 について  

人 口 減 少 ・ 少 子 高 齢 社 会 に お い て 、 地 域 活 力 や コ ミ ュ ニ  

ティ 活力の低下など 様々な問題が顕 在化している。  

今後 、地域活 力の向 上やコミュニテ ィの再生・活性 化を図

るた めには、子ども・子育て支援、青 少年の育成、高 齢者福

祉 、住宅施 策など様 々な施策や取組 みを連携・充実 させるこ

と に よ り 、 多 世 代 の 人 々 が 交 流 し 互 い に 支 え 合 う ま ち づ く

りを 推進していくこ とが重要である 。  

本項 目では 、こうし た背景を踏まえ 、「神奈川県住 生活基

本計 画～人 生 100 歳時代の 住まい まちづくり～」 における

施策 体系の三つの視 点（人（県民 ）、住宅 、まちづ くり）か

ら 、多世代 交流のま ちづくりの推進 に向けた 、令和 ２年度の

主な 取組みについて 報告する。  

 

(1) 人（県民）から の視点  

地 域 に お け る 子 ど も ・ 子 育 て 支 援 の 充 実 や 青 少 年 の 育

成・支 援に向けた取 組みを推進する とともに、高齢 者がい

き い き と 暮 ら せ る し く み づ く り に 取 り 組 む 中 で 、 多 世 代

が相 互に支え合える 住生活環境を創 造する。  

 

ア  地 域 に お け る 子 ど も ・ 子 育 て 支 援 の 充 実 と 青 少 年 の  

育成 ・支援に向けた 取組みの推進  

(ｱ) 地域子育て支援 拠点事業への支 援  

子 育 て 親 子 の 交 流 促 進 や 子 育 て に 関 す る 相 談 を 受

け る な ど の事 業を 行 い 、 地域 の子 育 て 支 援機 能の 充 実

を 図 る 地 域子 育て 支 援 拠 点事 業を 実 施 す る市 町村 を 支

援す る。  

 

(ｲ) ファミリー・サ ポート・センタ ー事業への支援  

地域 の実情に応じ 、地域住 民の会員 制により保育支

援 等 を 行 うフ ァミ リ ー ・ サポ ート ・ セ ン ター 事業 を 実

施す る市町村を支援 する。  
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(ｳ) 地域学校協働活 動推進事業に対 する支援  

地域 と学校が連携・協働す る体制や しくみを構築す

る 取 組 み や、 多彩 な 経 験 や技 能を 持 つ 外 部人 材な ど の

参 画 に よ り土 曜日 な ど に 教育 プロ グ ラ ム を行 う市 町 村

（政 令・中核市を除 く）を支援する 。  

 

(ｴ) 青少年指導者養 成事業  

青少 年の多様な体験 学習の促進を図 り、地 域の青年

活 動 を 活 性化 する た め 、 市町 村域 や 青 少 年団 体で 中 心

的 な 存 在 とな る青 少 年 支 援・ 指導 者 を 育 成す るた め の

研修 を実施するとと もに、その活動 を支援する。  

 

イ  高齢者がいきい きと暮らすしく みづくり  

(ｱ) 「通いの場」へ の専門職派遣  

高齢 者がいきいきと 健康に暮らすこ とを目的に、市  

町村 において 、地域 の住民が主体と なって運営する「通

い の 場 」 の活 性化 の た め 、作 業療 法 士 等 の専 門職 派 遣

のモ デル事業を行う 。  

 

(ｲ) 生活支援コーデ ィネーター研修  

市町 村において、地域の支え 合いを 推進し、生活支   

援 等 サ ー ビス の提 供 体 制 の整 備に 向 け た 協議 体運 営 等

の 取 組 み を行 う生 活 支 援 コー ディ ネ ー タ ーに 対し 、 研

修 を 行 う とと もに 、 助 言 等を 行う ア ド バ イザ ーを 派 遣

する 。  

 

(ｳ) 老人クラブ活動 等の推進  

高齢 者の生きがいと 健康づくりを推 進するため、ボ

ラ ン テ ィ ア活 動等 地 域 で の取 組み を 実 施 する 老人 ク ラ

ブ（ 政令・中核市を 除く。）の活動 を支援する。  
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(ｴ) 高齢者の社会参 画・生きがいづ くりの支援  

高 齢 者 の 社 会 参 画 ・ 生 き が い づ く り を 進 め る た め 、  

県 老 人 ク ラブ 連合 会 （ 横 浜・ 川崎 地 域 を 除く ）へ の 委

託 に よ り 高 齢 者 の 健 康 づ く り を テ ー マ と し た 講 座  

「 ゆ め ク ラブ 大学 」 を 開 講す るほ か 、 高 齢者 が地 域 支

え合 いの担い手にな るための研修な どを行う。  

 

(ｵ) 認知症サポータ ーの養成と活動 支援  

認知 症について正し く理解し 、認知 症の人や家族を  

見 守 る 認 知症 サポ ー タ ー を市 町村 、 企 業 等と 連携 し て

幅広 い世代で養成す るとともに、活 動支援を行う。  

 

(ｶ) 若年性認知症の 人の活躍できる 仕組みづくり  

若 年 性 認 知 症 の 人 が 役 割 を 担 う こ と が で き る 居 場

所 と し て 、農 園や 子 ど も 食堂 など と 連 携 し、 若年 性 認

知 症 の 本 人主 体に よ る 多 世代 交流 の 場 を 設置 する モ デ

ル事 業を実施する。  

 

ウ  コロナ禍におけ る人と人とのつ ながり  

地域 の活動の多くが 感染防止の観点 から、休止や縮 小

を余 儀なくされてい る状況にあるが、新 しい生活様 式に

対応 した取組みへの 支援を実施し、コロ ナ禍におい ても

人と 人とがつながる 地域づくりを進 める。  
 

(2) 住宅からの視点  

多 世 代 居 住 を 支 え る 、 安 全 で 良 質 な 住 宅 ス ト ッ ク の 形

成 を 図 る た め 、 民 間 住 宅 を 対 象 と し た 住 宅 セ ー フ テ ィ ネ

ッ ト 制 度 や マ ン シ ョ ン 管 理 の 適 正 化 、 空 き 家 対 策 等 の 施

策 を 推 進 す る と と も に 、 県 営 住 宅 に お け る 建 替 え 推 進 等

に取 り組む。  

また 、新型コロナウ イルス感染症の 拡大に伴い、住 居の

確 保 が 困 難 に な っ た 方 に 対 し 、 県 営 住 宅 の 一 時 提 供 等 の

情 報 を 住 ま い 関 連 の 支 援 策 と し て ま と め 、 県 の ホ ー ム ペ

ー ジ に 掲 載 す る と と も に 、 県 や 各 市 町 村 の 自 立 支 援 相 談

窓口 や県内ハローワ ークの窓口で周 知している。  

 



      

- 4 - 

ア  住宅セーフティ ネット制度の推 進  

高齢 者、障がい者、子育て世帯など 、住宅確保要配 慮

者 の 居 住 の 安 定 確 保 を 図 る た め 、 住 宅 セ ー フ テ ィ ネ ッ

ト法 に基づき 、要配 慮者の入居を拒 まない賃貸住宅（セ

ーフ ティネット住宅 ）の登録を促進 する。  

(ｱ) 居住支援活動を とりまく環境整 備  

住宅 確保要配慮者の 居住を支援する 関連団体（不動

産 ・ 福 祉 関係 団体 、 居 住 支援 法人 、 行 政 職員 等） を 対

象 に 、 不 動産 分野 か ら 福 祉分 野に 至 る 「 住ま いに 関 す

る横 断的知識」を習 得できる講座を 開催する。  

 

(ｲ) 住宅セーフティ ネット制度の普 及啓発  

県や 市町村 、司法書 士会等で構成す る神奈川県居住

支 援 協 議 会に おい て 、 家 主や 不動 産 店 、 地域 の支 援 団

体 、 市 町 村職 員等 を 対 象 に、 居住 支 援 法 人の 活動 内 容

の 発 表 会 や、 居住 支 援 法 人と 家主 ・ 不 動 産店 等を つ な

ぐマ ッチング相談会 を開催する。  

 

(ｳ) セーフティネッ ト住宅の登録支 援  

神奈 川県居住支援協 議会において 、セーフ ティネッ

ト 住 宅 の 登録 に際 し 、 手 続き が煩 雑 で 、 国の 登録 シ ス

テ ム へ の 入力 方法 が 分 か らな い家 主 の た めに 、行 政 書

士会 が家主の申請手 続きを代行し、 登録を支援する 。  

 

(ｴ) 登録基準の緩和  

現在 の登録基準では 、シェ アハウス の専用居室の定

員 は １ 名 とな って い る が 、多 世代 が 交 流 し支 えあ う 居

場 所 を 確 保す るた め 、 ひ とり 親世 帯 向 け のシ ェア ハ ウ

ス が 登 録 でき るよ う 、 セ ーフ ティ ネ ッ ト 住宅 の登 録 基

準を 緩和する。  
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県内 のセーフティネ ット住宅の登録 戸数（単位：戸 ）  

 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 ･･･ 2025 年度

目標  －  －  400 800 ･･･ 2,800 

実績  4 212 260 1,811 ･･･  

（政 令市を含む）  

※  2020 年 度の実 績は、令和２年 ８月末現在の数 値。  

 

イ  マンション管理 の適正化の推進  

分 譲 マ ン シ ョ ン は 多 世 代 が 居 住 す る 重 要 な 住 ま い と

な っ て お り 、 そ の 適 正 な 維 持 管 理 と 円 滑 な 再 生 を 図 る

ため 、市町村 と連携 しながら 、マン ション管理組合 の支

援等 に取り組む。  

(ｱ) マンション管理 組合交流会  

マ ン シ ョ ン 管 理 や 組 合 運 営 等 に お け る 様 々 な 問 題

に つ い て 、そ の解 決 に 向 け、 専門 家 の ア ドバ イス を 受

け な が ら 、管 理組 合 が お 互い に意 見 交 換 を行 い、 情 報

共有 ・情報交換する 場として、交流 会を開催する。  

 

(ｲ) アドバイザー派 遣  

県内 マンション（ 政令市・中 核市を 除く）の 管理組

合 を 対 象 に、 マン シ ョ ン 管理 士や 建 築 士 等の 専門 家 を

アド バイザーとして 派遣し、円滑な 管理組合の運営 や、

計画 的な建物の修繕 等ができるよう 支援を行う。  

 

(ｳ) マンション管理 ・再生セミナー  

マ ン シ ョ ン 管 理 組 合 の 役 員 や 区 分 所 有 者 等 を 対 象

と し て 、 マン ショ ン 管 理 や組 合運 営 、 大 規模 修繕 等 に

関 す る 各 種制 度等 の 情 報 を分 かり や す く 解説 し、 普 及

啓発 を行うセミナー を開催する。  

 

(ｴ) マンション政策 行政実務者会議  

広 域 的 な 連 携 体 制 等 の 整 備 や マ ン シ ョ ン 政 策 に 関

す る 情 報 共有 、知 識 習 得 等を 図る た め 、 県及 び市 町 村

によ る「マン ション 政策行政実務者 会議」を 開催する。  
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ウ  空き家の適切な 管理と利活用の 促進  

管 理 不 全 の 空 き 家 の 増 加 に よ る 住 環 境 の 悪 化 を 防 ぐ

ため、空き家の予防、適切な管理、利 活用の観点か ら、

神 奈 川 県 居 住 支 援 協 議 会 や 市 町 村 等 と 連 携 し て 、 総 合

的な 空き家対策に取 り組む。  

(ｱ) 空き家相談窓口  

県 内 市 町 村 や 公 益 社 団 法 人 か な が わ 住 ま い ま ち づ

くり 協会に設置して いる「空 き家相 談窓口」におい て、

空き 家の利活用方法 などの各種相談 に対応する。  

 

(ｲ) 空き家対策の担 い手強化・連携 モデル事業  

神奈 川県居住支援協 議会において、国 の補助（「空き   

家対 策の担い手強化・連 携モデル事 業」）を活用し、民

間 賃 貸 住 宅の 空き 家 を 借 上げ 、住 宅 確 保 要配 慮者 に 転

貸し て、居住支援を 行うモデル事業 を実施する。  

 

(ｳ) 空き家対策行政 実務者会議  

県及 び市町村で構成 する「 空き家対 策行政実務者会

議 」 を 開 催し 、市 町 村 が 空き 家対 策 を 行 う上 での 必 要

な 情 報 提 供を 行い つ つ 、 先進 的な 取 組 み を進 める 市 町

村や ＮＰＯ法人等を 招いた勉強会等 を行う。  

 

(ｴ) 交流の場として の空き家の利活 用  

ＮＰ Ｏ法人と協働し て、か ながわボ ランタリー活動

推進 基金 21 協働事 業により、食品 ロス削減と生活 困窮

者 等 支 援 を目 的と し て 、 空き 家を 地 域 の フー ドバ ン ク

や 多 世 代 コミ ュニ テ ィ の 拠点 とし て 活 用 する 事業 を 実

施す る。  

 

エ  県営住宅の建替 えの推進  

(ｱ) 建替えの推進  

県営 住宅は、今後 10 年間 で建替え 時期を迎える住

宅が 急増するととも に、施設 の老朽 化などから、年々、

空 き 家 が 増加 して い る た め、 家賃 収 入 が 減少 し、 施 設

整 備 が 計 画通 りに 進 ま な いと いっ た 悪 循 環に 陥っ て い

る。  
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そこ で、この 悪循環 から脱却するた め、新た に「神

奈 川 県 県 営住 宅  健 康 団 地推 進計 画 」 を 策定 のう え 、

今後 の整備は建替え に集中すること とした。  

建替 えにあたっては、子育て世帯、高 齢単身者など 、

多世 代の住宅困窮者 の入居促進に取 り組む。  

(ｲ) 持続可能な団地 経営  

建 替 え に 係 る Ｐ Ｐ Ｐ ／ Ｐ Ｆ Ｉ な ど の 民 間 活 力 の 導

入 や 、 建 替え で生 じ た 余 剰地 の売 却 収 入 など 、様 々 な

工 夫 に よ って 、こ れ ま で 以上 に事 業 規 模 が大 きく な っ

て も 、 県 財政 の負 担 を 増 大さ せる こ と な く、 持続 可 能

な団 地の経営を目指 す。  

 

(3) まちづくりから の視点  

未 病 改 善 を 支 え る 社 会 環 境 づ く り の 取 組 み を 推 進 す る 。

また、多世代居住の まちづくりの推 進を図るととも に、県

営団 地においては健 康団地の取組み を推進する。  

 

ア  未病改善を支え る社会環境づく り  

県 民 一 人 ひ と り が 主 体 的 に 未 病 改 善 に 取 り 組 め る よ

う 、企業や市 町村な どと連携し、未病センタ ーの設 置や

利 用 を 促 進 す る な ど 、 未 病 改 善 の 環 境 づ く り に 向 け た

取組 みを推進する。  

 

イ  多世代居住のま ちづくりの推進  

急 速 な 高 齢 化 と 併 せ て 、 子 育 て 世 帯 や 若 者 の 地 域 か

ら の 流 出 な ど に よ っ て 、 居 住 コ ミ ュ ニ テ ィ が 低 下 し て

いる 住宅団地におい て、地域 の住民 の方々、特にま ちづ

く り の 活 動 の 中 心 と な る 担 い 手 や 市 町 村 と 連 携 し 、 居

住 コ ミ ュ ニ テ ィ の 創 出 と 再 生 に よ り 、 住 宅 団 地 の 再 生

をめ ざす「多世代居 住のまちづくり 」を推進する。  

 

(ｱ) 多世代居住コミ ュニティ推進ハ ンドブック  

この ハンドブックは 、地域が 主体と なって、それぞ

れ の 実 情 に応 じて 「 居 住 コミ ュニ テ ィ 」 に関 する 施 策

を進 められるよう、 市町村職員や地 域住民を対象に 、  
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庁 内 の 体 制づ くり や 人 材 の探 し方 、 地 域 への 働き か け

方等 を取りまとめ都 度更新している もの。（平成 26 年

度作 成 ) 

今年 度は、近居の体 験談などをコラ ムとしてまとめ 、

ハ ン ド ブ ック に追 加 掲 載 する 。ま た 、 令 和元 年度 に 作

成し た「団地再生の 事例集 」（ハン ドブック別冊）を活

用 し、「 多 世代居 住 の まち づ くり 」 の 普及 啓 発を 行 う。 

 

(ｲ) まちづくりの担 い手養成講座の 開催  

多 世 代 居 住 の ま ち づ く り を 担 う 地 域 住 民 を 対 象 に 、

担い 手養成講座を開 催する。  

 

(ｳ) まちづくりコー ディネーター派 遣  

多 世 代 居 住 の ま ち づ く り に 取 り 組 む 地 域 住 民 や 市

町 村 の 活 動に 対し 、 専 門 的な 立場 か ら 助 言や サポ ー ト

を 行 う た め、 地域 コ ミ ュ ニテ ィの 再 生 ・ 活性 化に 携 わ

る専 門家をコーディ ネーターとして 派遣する。  

 

(ｴ) コロナ禍におけ る意識調査の実 施  

新し い生活様式に対 する意識を把握 し、多 様な住ま

い方 を検討する際の 参考とするため 、『県 民ニーズ 調査』

を 活 用 し 、コ ロナ 禍 に よ るコ ミュ ニ ケ ー ショ ンの 変 化

や 、 オ ン ライ ンコ ミ ュ ニ ケー ショ ン に 対 する 意識 等 に

つい て調査を行う。  

 

ウ  健康団地の取組 みの推進  

建 替 え や 既 存 団 地 の 空 き 住 戸 活 用 に よ っ て 、 県 営 団

地 全 体 の バ リ ア フ リ ー 対 応 や 健 康 づ く り 、 コ ミ ュ ニ テ

ィ づ く り の 拠 点 等 の 整 備 を 進 め る と と も に 、 そ の 拠 点

等を 活用して入居者 、近隣住 民、県 、市町、福祉団 体等

が連 携しながら、コ ミュニティ活動 の活性化を図る 。  
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２  特色ある教育について  

 県教育委員会では、子どもたちへの教育をめぐる課題が複

雑かつ多様化する中で、明日のかながわを担う人づくりを進

めるため、平成 19 年８月に、概ね 20 年間を見据えた、本県

の教育 の総 合的 な指針 とな る「 かなが わ教 育ビ ジョン」（以

下「教育ビジョン」という。）を策定した（その後、時代の変

化や国、県の計画等を踏まえ、２回の改訂を行った）。  
この教育ビジョンに基づく、県立学校（高等学校 138 校、

中等教育学校２校、及び特別支援学校 29 校）に係る施策や、

33 市 町村 との 連携、 協働 によ る一体 的な 施策 を展開 して い

く中で、様々な特色ある教育を展開している。  
 
(1) 県立高校改革について  

ア  「県立高校改革基本計画」の概要  

県教育委員会では、教育ビジョンに基づき、21 世紀の

社会を自ら主体的に行動し、多くの人々や社会、自然と

向き合い、かかわり合いながら、たくましく生きること

のできる高校生の育成に取り組んできた。  

こうした中、県立高校改革については、生徒数の減少

やグローバル化、情報化の進展、また生徒の価値観の多

様化などを受け、神奈川の教育を考える調査会での「最

終まとめ」（平成 25 年 8 月）や県立高校改革推進検討協

議会での「県立高校の将来像について（報告）」（平成 26

年６月）において、県立高校に関する様々な意見の整理

を行ってきた。  

これらの議論を踏まえて、これからの改革の考え方と

取組みの方向について、平成 27 年１月に「県立高校改革

基本計画」（以下、「基本計画」という。）として、次のと

おり取りまとめた。  

 
 
 
 
 
 
 

【改革のコンセプト】 
「生徒の学びと成長にとって何が必要かという視点を最優先にする（スチューデン

ト・ファースト）」という基本的な考え方に立って、すべての県立高校で改革に取

り組む 
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イ  県立高校改革における特色ある教育の取組み  

 基本計画に基づき、改革の実現に向けて具体的な計画

として「県立高校改革実施計画」（以下、「実施計画」と

いう。）に沿って、取組みを進めている。  

 実施計画は、計画期間が 12 年間（平成 28 年度～令和

９年度）で、３期に分かれており、現在、実施計画（Ⅰ

期）が終了し、実施計画（Ⅱ期）を令和２年度から開始

したところである。  

 本取組みのうち、特色ある教育に関連する主なものに

ついて取りまとめた。  

(ｱ)   重点目標１（指定校数は令和２年度現在）  
 ａ  教育課程の改善  
  〇  教育課程研究開発校の指定（ 21 校）                                                                                                                              

      新 学 習 指 導 要 領 や 新 た な 教 育 課 題 に 対 応 で き る

よう、研究テーマ ※ に基づいて教育課程の研究開発

に取り組む。  
     ※ 研 究 テ ー マ  

① 新 科 目「 公 共 」② 新 た な 学 習 評 価 ③ 総 合 的 な 探 究 の 時 間（ 全

般 的 な 研 究 ）④ 総 合 的 な 探 究 の 時 間（ SDGs を テ ー マ と し た 展

開 ）  
   ｂ  授業力向上の推進  
    〇  授業力向上推進重点校の指定（６校）  

【改革の３つの柱と７つの重点目標】 

改革の柱１ 生徒の多様性（ダイバーシティー）を尊重し、個性や

能力を伸ばす、質の高い教育の充実 
  （重点目標１）すべての生徒に自立する力・社会を生き抜く力を育成します 

  （重点目標２）生徒の個性や優れた能力を伸ばす教育に取り組みます 

  （重点目標３）共生社会づくりに向けたインクルーシブ教育を推進します 

改革の柱２ 魅力ある学校づくりを一層推進する学校経営力の向上 
  （重点目標４）学校の教育目標の着実な達成をめざす学校経営に取り組みます 

  （重点目標５）地域の新たなコミュニティの核となる学校づくりを進めます 

  （重点目標６）生徒が安全・安心で快適に学べる教育環境の提供に取り組みます 

改革の柱３ 少子化社会の中で生徒に望ましい教育を推進する県立

高校の再編・統合 
  （重点目標７）少子化社会における適正な規模等に基づく県立高校の再編・統合

に取り組みます 
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      学 校 全 体 で 生 徒 一 人 ひ と り の 学 力 の 定 着 と 向 上

を 図 る た め 、 授 業 力 向 上 に 関 す る 先 進 的 な 研 究 開

発に取り組む。  

    〇  ＩＣＴ利活用授業研究推進校の指定（６校）  

      Ｉ Ｃ Ｔ を 活 用 し た 授 業 実 践 を 通 じ て 、 指 導 方 法

や教材等に関する先進的な研究開発に取り組む。  

   ｃ  プログラミング教育の推進  

    〇  プログラミング教育研究推進校の指定（５校）  

      問 題 解 決 の 手 順 等 を 学 ぶ 方 法 の 一 つ と し て の プ

ロ グ ラ ミ ン グ 学 習 に 関 す る 実 践 的 な 研 究 開 発 に 取

り組む。  

   ｄ  生徒の英語力向上の推進  

    〇  英語資格・検定試験の活用  

      生徒が英語資格・検定試験を受験できるよう、必

要 な 支 援 を 実 施 し 、 英 語 力 の 定 着 と 向 上 に 取 り 組

む。  

    〇  生徒海外留学支援の実施  

      生 徒 に 豊 か な 国 際 感 覚 と 高 い 実 践 的 英 語 力 を 育

成するため、生徒の海外留学支援を実施する。  

   ｅ  歴史・伝統文化教育の推進  

    〇  逆さま歴史教育にかかる研究校の指定 ※  

      実施計画（Ⅰ期）での逆さま歴史教育にかかる研

究指定校の取組成果を全校の授業にいかす。  
     ※  平 成 30 年 度 か ら の 各 学 校 で の 活 用 に 資 す る た め 、指 定 校 で

の 実 践 研 究 は 、 開 発 し た 教 材 の 検 証 ・ 改 善 を 含 め 平 成 28 年

度 ・ 平 成 29 年 度 の 2 か 年 で 実 施  

  ｆ  学習機会拡大の推進  

〇  県立高校生学習活動コンソーシアムの形成  

  様 々 な 学 習 機 会 の 提 供 と 充 実 を 図 る た め 、 県 立

高 校 と 大 学 ・ 企 業 等 と が 連 携 す る コ ン ソ ー シ ア ム

を拡大し、各校での活用を図る。  

〇  県 立 高 校 生 学 習 活 動 コ ン ソ ー シ ア ム モ デ ル 地 域

の指定  

  実施計画（Ⅰ期）で指定したモデル地域 ※ の成果を、

全県に拡充する。 
   ※  県 立 高 校 生 学 習 活 動 コ ン ソ ー シ ア ム を 先 進 的 に 実 践 す る

地 域 （ 横 浜 北 東 ・ 川 崎 地 域 、 県 央 ・ 相 模 原 地 域 ）  
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   ｇ  学習意欲の向上と確かな学力の育成  
    〇  確かな学力育成推進校 ※ の指定（５校）  
      生 徒 一 人 ひ と り に 応 じ た き め 細 か な 指 導 を 通 じ

て、生徒の学習意欲を引き出し、確かな学力を身に

付ける取組みを実施する。  
      ※  確 か な 学 力 育 成 推 進 校 と は 、 個 に 応 じ た 丁 寧 な 指 導 等 を 実

践 す る 学 校  

    〇  定時制・通信制教育の推進  
      実施計画（Ⅰ期）における各校の授業実践を通じ

た 成 果 の 共 有 化 を 図 る な ど し て 、 学 習 意 欲 を 引 き

出 し 、 確 か な 学 力 を 身 に 付 け さ せ る 教 育 に 取 り 組

む。  
(ｲ)   重点目標２（指定校数は令和２年度現在）  

 ａ  教育課程の改善（再掲）  
    〇  学 力 向 上 進 学 重 点 校 の 指 定 （ 学 力 向 上 進 学 重 点

校４校、学力向上進学重点校エントリー校 13 校） 
      エ ン ト リ ー 校 の 中 か ら 、 指 標 に 基 づ き 学 力 向 上

進 学 重 点 校 を 指 定 し 、 生 徒 一 人 ひ と り の 進 路 希 望

の実現が図ることができるよう取り組む。  
   ｂ  科学技術・理数教育の推進  
    〇  理数教育推進校の指定（６校）  
      理数教育のための教育課程や指導方法、教材等の研究

開発に取り組む。  
   ｃ  グローバル化に対応した先進的な教育の推進  
    〇  グローバル教育研究推進校の指定（６校）  
      グ ロ ー バ ル 人 材 を 育 成 す る た め の 学 習 プ ロ グ ラ

ム等の研究開発に取り組む。  
    〇  国際バカロレア ※ 認定推進校の指定（１校）  
      国際バカロレア認定校（横浜国際高校。平成 30

年度認定）において、令和元年度から生徒を受け入

れ 、 国 際 バ カ ロ レ ア 機 構 の 定 め る 教 育 課 程 に 取 り

組む。  
     ※  国 際 バ カ ロ レ ア と は 、 国 際 バ カ ロ レ ア 機 構 （ 本 部 ジ ュ ネ ー

ブ ） が 提 供 す る プ ロ グ ラ ム 。 生 徒 に 対 し 、 未 来 へ 責 任 あ る 行

動 を と る た め の 態 度 と ス キ ル を 身 に 付 け さ せ る と と も に 、国

際 的 に 通 用 す る 大 学 入 学 資 格（ 国 際 バ カ ロ レ ア 資 格 ）を 与 え 、
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大 学 進 学 へ の ル ー ト を 確 保 す る 目 的 と し て 設 置  

    〇  外 国 に つ な が り の あ る 生 徒 へ の 教 育 機 会 の 提 供

と学習支援  
      在 県 外 国 人 等 の 入 学 者 選 抜 特 別 募 集 に つ い て 検

証・改善を図るとともに、学習面や生活面等への必

要な支援を実施する。  
   ｄ  国の研究開発にかかる指定事業の活用の推進  
    〇  国の研究開発にかかる指定事業の積極的な活用  
      国 の 研 究 開 発 に か か る 指 定 事 業 の 積 極 的 な 活 用

を 図 る た め 、 指 定 事 業 の 採 択 や 研 究 開 発 の 推 進 に

向けて取り組む。  
 

(ｳ)   重点目標３（指定校数は令和２年度現在）  
 ａ  インクルーシブ教育の推進  

    〇  インクルーシブ教育に関する学校支援の充実  
      イ ン ク ル ー シ ブ 教 育 を 推 進 す る た め 、 県 立 総 合

教 育 セ ン タ ー や 特 別 支 援 学 校 な ど と 連 携 し た 支 援

に取り組む。  
    〇  インクルーシブ教育実践推進校の指定（ 14 校）  
      実施計画（Ⅰ期）で指定したパイロット校での取

組 成 果 を 踏 ま え 、 新 た に イ ン ク ル ー シ ブ 教 育 実 践

校を、地域バランス等に配慮して配置し、生徒を受

け入れる。  
    〇  通級指導 ※ 導入校の指定（４校）  
      実施計画（Ⅰ期）で指定した通級指導導入校のほ

か、他校通級指導にも取り組む。  
     ※  通 級 指 導 と は 、 障 が い の あ る 生 徒 （ 自 閉 症 、 情 緒 障 害 、 学

習 障 害 、注 意 欠 陥 多 動 性 障 害 を 主 た る 障 が い と す る 生 徒 ）に

対 し て 、 大 部 分 の 授 業 を 在 籍 学 級 で 行 い な が ら 、 一 部 、 特 別

の 教 育 課 程 を 編 成 し 、障 が い に 応 じ た 特 別 の 指 導 を 行 う こ と  

 (ｴ)  重点目標７  

 ａ  県立高校の適正配置  
    〇  普通科専門コースの改編等 (実施計画（Ⅰ期）)【平

成 29 年度から】 

      普通科専門コースについてはすべて解消し、次の

とおり改編した。  
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〇  ク リ エ イ テ ィ ブ ス ク ー ル の 設 置 （ 実 施 計 画 （ Ⅰ

期））  
      中 学 校 ま で の 学 習 状 況 に 応 じ た 学 び 直 し の 教 育

活動や、キャリア教育、教育相談、進路支援などを

重 視 し た 教 育 課 程 の 編 成 と 運 用 に 取 り 組 む ク リ エ

イティブスクールを設置した（２校新設し、５校と

した）。  
   〇  学科等の改編  
     次のとおり、各高校において学科等の改編を実施。 
 

・横浜国際高校（実施計画（Ⅰ期））【平成 29 年度     

から】  
 

 
 
 
 

 
 ・相模原弥栄高校 ※（実施計画（Ⅰ期））【平成 29 年

度から】  

 
 
 
 
 
 
     ※ 学 科 の 改 編 は 、 相 模 原 青 陵 高 校 と の 統 合 に 先 立 っ て 、 弥 栄 高 校

に お い て 実 施  

     ・吉田島高校（実施計画（Ⅰ期））【平成 29 年度か

ら（農業科）、令和元年度から（生活科学科）】  

 

学校名（専門学科名）
専門コースでの成果を学校全体
の特色とする改編を⾏った高校

荏田 生田 横浜南陵 磯子 高浜 ⻄湘 ⼭北 有馬 綾瀬⻄

専門コースを専門学科へ改編し
普通科と併置した高校

白⼭（美術科） 上矢部（美術科） 厚⽊北（スポーツ科学科）

（ 改 編 後 ） 単 位 制 に よ る 全 日 制 の 課 程  国 際 科 （国際関係

に関する学科） 

（ 改 編 前 ） 単 位 制 に よ る 全 日 制 の 課 程  国 際 情 報 科 （そ

の他専門教育を施す学科）  

（ 改 編 後 ） 単 位 制 に よ る 全 日 制 の 課 程  普 通 科 ・ 音 楽

科 ・ 美 術 科 ・ ス ポ ー ツ 科 学 科 （体育に関する学

科） 

（ 改 編 前 ） 単 位 制 に よ る 全 日 制 の 課 程  国 際 科 ・ 理 数

科 ・ 芸 術 科 ・ ス ポ ー ツ 科 学 科 （芸術科とスポー

ツ科学科はその他専門教育を施す学科）  
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     ・小田原東高校（実施計画（Ⅰ期））【平成 29 年度か

ら】  
 
 
 
 
 

・神奈川総合高校（実施計画（Ⅱ期））【令和３年度   
から】  

 
 
 
 
 
 
     ・横須賀工業高校（実施計画（Ⅱ期））【令和４年度  

から】  
 
 
 
 
 
     ・海洋科学高校（実施計画（Ⅱ期））【令和４年度か  

ら】  
 

 
 

 
※ 小 学 科 の 名 称 に つ い て は 予 定  

 

（ 改 編 後 ） 単 位 制 に よ る 全 日 制 の 課 程  都 市 農 業 科 ・ 食

品 加 工 科 ・ 環 境 緑 地 科 （ 農 業 に 関 す る 学

科 ）・ 生 活 科 学 科 （家庭に関する学科） 

（ 改 編 前 ） 単 位 制 に よ る 全 日 制 の 課 程  総 合 学 科  

（ 改 編 後 ） 全 日 制 の 課 程  普 通 科 ・ 総 合 ビ ジ ネ ス 科 （商

業に関する学科） 

（ 改 編 前 ） 全 日 制 の 課 程  総 合 ビ ジ ネ ス 科 （商業に関する

学科）  

（ 改 編 後 ） 単 位 制 に よ る 全 日 制 の 課 程  普 通 科 （個性化

コース・国際文化コース）・ 舞 台 芸 術 科 （その他

専門教育を施す学科） 

（ 改 編 前 ） 単 位 制 に よ る 全 日 制 の 課 程  普 通 科 （個性化

コース・国際文化コース）  

（ 改 編 後 ） 全 日 制 の 課 程  機 械 科 ・ 電 気 科 ・ 化 学 科 ・ 建

設 科 （工業に関する学科）※ 

（ 改 編 前 ） 全 日 制 の 課 程  機 械 科 ・ 電 気 科 ・ 化 学 科 （工

業に関する学科）  

（ 改 編 後 ） 全 日 制 の 課 程  船 舶 運 航 科 ・ 水 産 食 品 科 ・ 無

線 技 術 科 ・ 生 物 環 境 科 （水産に関する学科）※ 

（ 改 編 前 ） 単 位 制 に よ る 全 日 制 の 課 程  海 洋 科 学 科 （一

般コース・船舶運航コース）（水産に関する学科）  
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 (2) インクルーシブ教育について 

本県では、これまでも、障がいの有無にかかわらず、さ

ま ざ ま な 課 題 を 抱 え た 子 ど も た ち 一 人 ひ と り の ニ ー ズ に、

適切に対応していくことを学校教育の根幹に据えた「支援

教育」を進めてきた。  

このことを踏まえ、現在、支援教育の理念のもと、共生

社会の実現に向け、すべての子どもができるだけ同じ場で

ともに学びともに育つことをめざし、小学校段階から高校

段階まで連続したインクルーシブ教育を展開している。  

 

ア  義務教育段階の取組  

(ｱ) 「みんなの教室」モデル事業（～平成 30 年度）  

a  仕組み  
すべての子どもが、できるだけ通常の学級で共に

学びながら、一人ひとりのニーズに応じ指導・支援を

受けられる仕組み。  
b  ねらい  

・   すべての子どもができるだけ共に学び共に育

ちながら、必要に応じて適切な指導 ・ 支援を受

けられる校内支援体制を整備する。  

・   すべての子どもができるだけ通常の学級で共

に学び共に育つための・授業づくり及び学級づ

くりを行う。  

・   すべての子どもが共に学び共に育つことによ

り、相互理解を深められるようにし、多様性を

認め、互いの個性を尊重し、他者と協働する力

を育む。  

c モデル校（７校）  

推進地域 モデル校（平成30年度学級数） 実施年度 

茅ヶ崎市 第一中学校  （21学級） 平成27～30年度 

寒川町 南小学校   （20学級） 平成28～30年度 

厚木市 
毛利台小学校 （23学級） 平成28～30年度 

玉川中学校  （14学級） 平成28～30年度 
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南足柄市 

福沢小学校  （16学級） 平成28～30年度 

向田小学校  （17学級） 平成28～30年度 

足柄台中学校 （14学級） 平成28～30年度 

d 取組の状況  
・  教 育 相 談 コ ー デ ィ ネ ー タ ー を 中 心 と し た 校 内

支援体制が整備され、支援が必要な子どもに関す

る情報共有・支援策の検討などが組織的に行われ、

子どもへの指導・支援に関する教職員間の共通理

解が図られた。  
・   共に学び共に育つ取組が日常的に行われ、子ど

も 同 士 の 自 然 な か か わ り 合 い や 学 び 合 い が 生 ま

れ、子どもの中に ｢みんなが学級の仲間 ｣という意

識が浸透してきた。  
(ｲ) インクルーシブ教育校内支援体制整備事業（令和元

年度～）  

a 仕組み  

小学校に、教育相談コーディネーターを担う教員

の 授 業 時 間 を 軽 減 す る た め の 後 補 充 非 常 勤 講 師 を

配置し、教育相談コーディネーターを中心とする校

内支援体制を整備することにより、小学校における

インクルーシブ教育の推進を図る。  

b  令和元年度指定校（ 15 校）  

地域 市町村名 

横須賀市の１小学校 

湘南三浦 鎌倉市、藤沢市、茅ケ崎市の各１小学校 

県央 大和市、海老名市、座間市、綾瀬市の各１小学校 

中 平塚市、秦野市、伊勢原市の各１小学校 

県西 小田原市、大井町、箱根町、湯河原町の各１小学校 

ｃ  取組の状況  
・ 後補充非常勤講師が配置されたことにより、教

育相談コーディネーター（教員）がコーディネー

ト業務を行う時間を確保できるようになり、校内

の情報共有がスムーズになった。  



 

- 18 - 

・  特 別 支 援 学 級 と 通 常 の 学 級 の 児 童 間 の 交 流 が

増えるとともに、児童が相互に自然にかかわり合

ったり、助け合ったりする姿が増え、学校全体が

温かな雰囲気になった。  
d 令和２年度の取組  

15 市町（政令市を除く）、 15 小学校  
→ 30 市町村（政令市を除く） 30 小学校  

(ｳ) 全県への普及  
a 「小・中学校インクルーシブ教育推進協議会」等の

開催  
各 指 定 校 の 取 組 の 成 果 と 課 題 を 検 証 す る と と も

に、全県におけるインクルーシブ教育の推進に向け

た協議を行う。  
ｂ  各種会議・研修会での周知  

全県指導主事会議、小・中学校教職員対象の教育

研究会等で、指定校の取組等に係る情報提供及び協

議等を行う。  
ｃ  市町村教育委員会への働きかけ  

「小・中学校インクルーシブ教育推進協議会」を

通じて取組の促進を図る。  
 

イ  高等学校段階の取組  

(ｱ) インクルーシブ教育実践推進校の指定  

知 的 障 が い の あ る 生 徒 が 高 校 教 育 を 受 け る 機 会 を

拡大するとともに、すべての生徒が、共に学ぶことを

通 じ て 相 互 理 解 を 深 め 、 多 様 性 を 受 容 す る 力 ・ 社 会

性・思いやりの心を育むため、次のことに取り組んだ。 
a 平成 27 年１月  

「 県 立 高 校 改 革 基 本 計 画 」 の 重 点 目 標 に イ ン ク ル

ーシブ教育を位置づけた。  
b 平成 28 年４月  

「県立高校改革実施計画（Ⅰ期）」において、茅ケ

崎高校、厚木西高校、足柄高校の県立高校３校をイン

クルーシブ教育実践推進校（パイロット校）に指定し
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た。  
ｃ   平成 30 年 10 月  

「県立高校改革実施計画（Ⅱ期）」において、パイ

ロット校３校に加えて、新たに 11 校をインクルーシ

ブ 教 育 実 践 推 進 校 に 指 定 す る こ と と し た 。 知 的 障 が

い の あ る 生 徒 が 自 力 で 通 学 す る こ と を 考 慮 し 、 通 学

地域を設定した。  

(ｲ ) イ ン ク ル ー シ ブ 教 育 実 践 推 進 校 の 志 願 に 向 け た 取

組  

a 平成 29 年度及び平成 30 年度  

「連携型中高一貫教育」に基づき、一般募集とは

異なる連携募集により実施。知的障がいのある生徒

を各パイロット校で１学年あたり 21 名募集し、３校

で平成 29 年度は 31 名、平成 30 年度は 41 名が入学

した。  

b 令和元年度  

茅ケ崎高校及び厚木西高校では、引き続き連携募

集により、計 32 名が入学した。足柄高校では、連携

募集に加え、「足柄高校特別募集」を実施し、合わせ

て 21 名が入学した。  

c 令和２年度  

令和２年４月入学者については、神奈川県全域の

中学校の生徒を対象に、パイロット校を含めた 14 校

において「インクルーシブ教育実践推進校特別募集」

を実施。各校 21 名募集し、 14 校合わせて 190 名が

入学した。  

(ｳ ) イ ン ク ル ー シ ブ 教 育 実 践 推 進 校 に お け る 校 内 体 制

の整備等  

a 校内体制の整備  
生徒の教育的ニーズに対応するためのティーム・

ティーチング、少人数指導、個別対応指導、キャリ

ア教育等が可能となるよう教員を配置した。  
b 施設・設備の整備  

生徒が安心して学校生活を送り、必要に応じて個
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別の指導等を受けるためのリソースルーム等の整備

を行い、一人ひとりに対する丁寧な支援に取り組ん

だ。  
(ｴ)   パイロット校（３校）の状況  

a 校内体制  
推進担当教員や推進するグループが中心に、学校

全体でチームとして支援する体制を整え、知的障が

いのある生徒が円滑に高校生活を送り、すべての生

徒が共に学べる環境が構築された。  
    b   キャリア教育  

知的障がいのある生徒の進路希望を実現し、卒業

後、社会で活躍できるようキャリア教育に係る学校

設定教科・科目の設置や、職場見学やインターンシ

ップ等、体験的な学習も含めた指導を行った結果、

令和２年３月に卒業した１期生 29 人の進路状況は、

進学（大学、専門学校）、職業訓練機関、就職等、幅

広い進路選択に結びついた。  
c 授業改善  

授業のユニバーサルデザイン化やティーム・ティ

ーチングなど、学習指導・支援体制を工夫すること

で、すべての生徒にとってわかりやすい授業が展開

され、授業改善が図られた。  
d 相互理解を深める教育活動  

すべての生徒が、インクルーシブ教育について主

体的に学ぶための学習活動に、毎年、各学校で取り

組み、インクルーシブな学校づくりについて考え活

動した。  
 
(3) 「いのちの授業」の推進  

かながわ教育ビジョンが提唱する「心ふれあうしなやか  
な人づくり」の理念に基づき、子どもたちに「いのち」の  
かけがえのなさや、夢や希望をもって生きることの大切さ、 
人への思いやりなどを育むために、子どもたちにあらゆる  
人がかかわる百万通りの「いのちの授業」を推進する。  
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ア  「いのちの授業」の概要  
○  県内すべての学校では、道徳の時間をはじめ、あら  

ゆる教育活動をとおして児童・生徒に、例えば、助産  
師さんの話を聞くことや、車いす体験等の福祉体験学  
習に取り組むことなどといった、様々な「いのちの授  
業」を実施している。  

 
〇  県教育委員会では、実践事例の収集やホームペー  

ジへの掲載、「いのちの授業」大賞作文コンクールの  
実施等を通じて、学校における「いのちの授業」の  

充実を図ってきた。    

 

〇  子どもたちを取り巻く社会環境が大きく変化する  

現在、新型コロナウイルス感染症の拡大防止等、新  

たな課題に取り組む中、「いのちの授業」の必要性・  

重要性はますます高まっている。  

 
イ  市町村教育委員会等と連携した取組  

〇  将来の、ともに生きる社会の担い手となる子どもた  

ちに「あたたかい心」や「すべての人のいのちを大切  

にする心」を育むためには、学校における「いのちの  

授業」の更なる推進に加え、家庭や地域において対話  

や体験を通し、子どもたち一人ひとりに『いのち』に  

ついて考えてもらう経験が必要である。  

 

〇  そこで県教育委員会では、市町村教育委員会と連携  
し、「かながわ『いのちの授業』ハンドブック」（平成  
29 年度発行）を活用した教員研修や実践事例の収集  
等を通じて、学校における「いのちの授業」の更なる  
充実を図っている。  

 
○  さらに、家庭や地域でも『いのち』について子ども  

たちと考える機会が広がり、そして「百万通りの『い  

のちの授業』」が実践されることを願い、県ＰＴＡ協議  
会等の関係機関・団体と連携し、家庭・地域向けハン  
ドブック概要版リーフレット（平成 30 年度発行）の  
配布・活用等を通じて、家庭や地域への「いのちの授  
業」の一層の周知を図っている。  
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(4) 特別支援教育について  

国においては、平成 19年より、知的な遅れのない発達障

害も含めて、障がいのある児童・生徒等の自立や社会参加

に 向 け た 主 体 的 な 取 組 み を 支 援 す る と い う 視 点 に 立 ち 、

一人一人の教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、

生 活 や 学 習 上 の 困 難 を 改 善 又 は 克 服 す る た め 、 適 切 な 指

導 や 必 要 な 支 援 を 行 う 特 別 支 援 教 育 を 、 全 て の 学 校 に お

いて実施することとした。  

また、平成 25年には、これまでの学校教育法施行令第 22

条の３に該当する障がいのある児童 ･生徒は、原則、特別

支 援 学 校 に 就 学 す る と い う 仕 組 み か ら 、 障 が い の 状 態 等

を 踏 ま え た 総 合 的 な 観 点 か ら 小 ・ 中 学 校 又 は 特 別 支 援 学

校のいずれかを判断・決定する仕組みに改められた。  

本県においても、小・中学校から高校まで「多様な学び

の場」による連続性を確保し、それぞれにあった特別支援

教育を推進してきた。  

 

ア  神奈川県の特別支援教育の現状と課題  

 (ｱ) 特別支援教育を必要とする児童・生徒数の増加  

平成 19年以降、県内、小・中学校の特別支援学級に

在籍する児童・生徒数は増加しており、障害種別では、

特 に 自 閉 症 ・ 情 緒 障 害 学 級 や 知 的 障 害 学 級 が 増 加 し

ている。また、小・中学校で通級による指導を受けて

いる児童・生徒数も増加しており、障害種別では、と

り わ け 学 習 障 害 ・ 注 意 欠 陥 多 動 性 障 害 の 増 加 が 顕 著

である。  

さらに、特別支援学校の児童・生徒数も増加してお

り、障害種別では、視覚障害、聴覚障害、病弱・身体

虚 弱 が 微 減 、 肢 体 不 自 由 と 知 的 障 害 が 増 加 傾 向 に あ

る。特に、高等部知的障害教育部門の生徒数が増加し

ている。  

 (ｲ) 障がいの重度・重複化、多様化  

近年、特別支援学校に在籍する児童・生徒等の障が

いの重度・重複化、また多様化の傾向が見られる。  

小・中学校においても、特別支援学級だけでなく、

通常の学級においても、発達障害等の児童・生徒への
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学習支援や介助、医療的ケアの実施等、特別支援教育

を 必 要 と す る 児 童 ・ 生 徒 が 一 定 の 割 合 で 在 籍 し て お

り、その教育的ニーズも多様化している。  

 

イ  「神奈川県の特別支援教育のあり方に関する検討会」

について  

県教育委員会は、平成 30年８月に「神奈川県の特別

支援教育のあり方に関する検討会」を設置し、「特別

支 援 学 校 の 整 備 の あ り 方 」、「 医 療 的 ケ ア の あ り 方 」、

「 特 別 支 援 教 育 に お け る 県 と 市 町 村 の 役 割 分 担 の あ

り方」など、今後の特別支援教育のあり方について検

討してきた。  

令和元年度までに、計７回の検討会を開催し、令和

２年３月に「最終まとめ」として取りまとめられた。  

今後は、県教育委員会として、この「最終まとめ」

を 踏 ま え 、 市 町 村 教 育 委 員 会 や 関 係 機 関 等 と 連 携 し

な が ら 、 特 別 支 援 教 育 の 方 向 性 に つ い て 検 討 を す す

めていく。  

 (ｱ) 構成員  

学識経験者（２名）、医療関係者（１名）  

福祉関係者（１名）、特別支援学校ＰＴＡ（２名）  

県立特別支援学校長（２名）県立高等学校長（１名）  

市町村教育委員会（５名）県教育委員会（２名）の  

計 16名  

 (ｲ) 「最終まとめ」に示された今後の方向性  

a 特別支援学校の整備のあり方  

〇  小・中学校、高等学校等、地域への支援機能の充

実  

 ・ 小・中学校、高等学校等における特別支援教育

の 専 門 性 の 向 上 を 図 る た め 、 地 域 に お け る 特 別

支 援 教 育 の セ ン タ ー と し て の 支 援 機 能 を 一 層 充

実させることが望まれる。  

〇  県 と 市 町 村 が 協 力 し 合 い 、 地 域 と の つ な が り を

考慮した整備  

・ 市町村のニーズを踏まえ、できるだけ居住地に

近い 学 校づ く り を、 県 と市 町 村 が積 極 的に 連 携 、
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協力して検討していくことが望まれる。  

・ 併せて、小・中学校、高等学校等における特別

支援教育の機能の充実も求められる。  

〇  老 朽 化 対 策 と 教 育 内 容 の 充 実 を 図 る た め の 施

設・設備の充実  

・ 特別支援学校での学びを必要とする児童・生徒

等の教育的ニーズに応えていくため、安全面、衛

生面、障がいの重度・重複化、多様化への対応や、

時 代 の 流 れ に 適 応 し た 教 育 内 容 の 充 実 を 図 る た

めの施設の改修等が望まれる。  

・ 既設校の「養護学校」という校名について、特

別 支 援 学 校 と し て の 教 育 内 容 や 支 援 機 能 の 一 層

の充実が求められていることを踏まえ、検討して

いくことが必要である。  

〇  人口増加に伴う地域的課題への対応  

・ 今後の人口増加が見込まれる地域について、県

全体で過大規模化・過密化を解消していくことを

視野に入れ、各市町村との連携のもと、特別支援

学校を適切に配置していくことが必要である。  

b 医療的ケアのあり方  

〇  特別支援学校における医療的ケアへの対応  

・ 高度な医療的ケアを含めた、医療的ケアを必要

とする児童・生徒等の増加に対応するため、看護

師や医師の配置、職員研修、安全管理体制、医療

や 福 祉 機 関 と の 連 携 等 の 実 施 体 制 の 改 善 に 向 け

た検討が望まれる。  

〇  小・中学校等における医療的ケアへの対応  

・  各 市 町 村 が 主 体 と な っ て 必 要 な 体 制 整 備 を 推

進していくことが望まれる。  

・ 県は、引き続き、「公立小・中学校における医療

的ケア支援体制整備事業」により、支援を充実さ

せていくことが必要である。  

〇  医 療 的 ケ ア の 内 容 が 高 度 化 ・ 複 雑 化 す る こ と へ

の支援体制の充実  

・ 今後の医療的ケアの対応は、学校だけで取り組

むことは難しく、医療機関や福祉機関とのより一
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層の連携・協力が望まれる。  

c 県と市町村の役割分担のあり方  

〇  各学びの場の教育環境や支援の充実  

・ すべての児童・生徒等ができるだけ共に学び共

に 育 つ こ と が で き る 教 育 環 境 の 整 備 に 取 り 組 む

ために、市町村は、より一層小・中学校等と特別

支援学校との連携を深め、一人ひとりの教育的ニ

ー ズ に 対 応 し た 効 果 的 な 教 育 課 程 を 柔 軟 に 編 成

する等、小・中学校等における特別支援教育の充

実を図ることが望まれる。  

・ 県においては、特別支援学校での学びを必要と

する児童・生徒等の学びのニーズに応えていくた

め、専門性の向上を図るとともに、一人ひとりの

状 況 に 適 し た 進 路 選 択 が で き る よ う な 高 校 教 育

段 階 の 多 様 な 学 び の 場 の 充 実 を 図 っ て い く こ と

が望まれる。  

〇  就学相談・支援の充実  

・ 県と市町村がそれぞれ連携・協働し、適切な就

学相談・支援を進めていくことが求められる。  

・ 県には、市町村において円滑な合意形成、適切

な就学先決定ができるよう、必要な支援をしてい

くことが求められる。  

〇  切れ目ない支援体制の構築  

・  就 学前 か ら 卒業 後 まで 、 安 心し て 地域 で 学 び、

生活できるよう教育、医療、福祉、労働等の関係

機関が連携し、個別の支援計画等を効果的に活用

し、情報共有を図りながら、連続性のある支援が

適切に行われることが望まれる。  

 


